
充実させ、交通安全思想の普及を図る。
施策目的・

(2)目的 教室や通学時の街頭指導、シルバーリーダーの育成などに取り組むとともに、歩行者の安全に配慮した自転 事業目的
展開方向

車の運転マナーを向上させるための啓発活動や自転車保険への加入を促進し、市民の交通安全意識を高めま
○保育園や幼稚園、小・中学校へ出向き、警察・交通安全協会と連携し交通安全教室を実施する。 ４月　　子どもの交通安全大会、新入学児童の交通安全啓発用品の配布（小学校）
・模擬信号機を使用し、模擬交差点を利用した安全な歩行実習や自転車の乗り方実習 ５月　　春の全国交通安全運動キャンペーン
○子どもの交通安全大会、高齢者の交通安全キャンペーン等を開催し、交通安全対策の啓発を行う。 当該年度 ４月～５月　市町村交通災害共済事務（小学校・中学校）８月～（一般）
○交通安全対策に係る現地調査や市町村交通災害共済事務を行う。 執行計画 ７月　　夏の交通安全運動キャンペーン　９月　　秋の全国交通安全運動キャンペーン

(3)事業内容 内　　容 １２月　冬の交通安全運動キャンペーン　３月　　校長会で新年度の交通安全教室の開催依頼
通年　　交通安全教室の開催、小学校付近でのゼブラストップ活動、高校生通学時の自転車指導
交通安全教室及び交通安全大会の開催（平成30年度実績　47回） 想定値 53当該年度

単位 回
活動結果指標 実績値 51

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 交通安全教室及び交通安全大会の回数を増やす 直接 交通安全教室及び通安全大会など啓発事業の開催回数 回 51 53
前年度実績＋１

令和 2年度 － 0

令和 3年度 交 － 0

我孫子市に啓発活動を行える交通指導専門の職員がいないため、警察・交通安全協会の協力が不可欠であり、人員確保にも課題
(7)事業実施上の課題と対応 があるため、実施回数を増やすことが困難である。学校週休２日制により、交通安全教室のカリキュラムの設定が難しくなって 代替案検討 ○有 ●無

いる。また、各校（園）の位置や交通状況により、必要度に差がある。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

交通安全啓発用品（新入学児童等） 231 交通安全啓発用品（新入学児童等） 239 209
交通安全運動啓発用品 42 交通安全運動啓発用品 37 27
交通安全啓発立看板 113 交通安全啓発立看板 108 62
自転車安全運転受講者証 8 自転車安全運転受講者証 6 6
交通安全推進協議会委員報酬 25 交通安全推進協議会委員報酬 25 0
横断旗 11 横断旗 5 0
立看板設置用消耗品 20 立看板設置用消耗品 24 24

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 450 合　　計 444 328 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 450 444 328 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.65 0.7 0.7 0 0
正職員人件費 5,720 6,160 6,160 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,174 2,232 1,602 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 6,170 6,604 6,488 0 0
(11)単位費用

118.65千円／回 124.6千円／回 127.22
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

交通事故から市民を守るため、警察・交通安全協会と連携し、より実践的な交通安全教育を充実させ、交通安全への意識 ●①事前確認での想定どおり
を高める必要がある。幼児、児童、成人、高齢者と段階的かつ体系的な、交通安全教育を実施することにより、交通事故 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 防止につながる。幼児期より計画的、継続的に交通安全教育を行うことによって、正しい交通ルールとマナーを身につけ ○要
   背景は？(事業の必要性) 、厳しい交通社会を乗り切ることができる。園児、児童、生徒については、日常生活において予想される交通事故を自ら ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

のものと考えさせ、歩道の安全通行・自転車の安全な乗り方等を学習することができる。 市民が交通事故の被害者にならない、また、加害者にならないため、警察署や交通安全協会と連携し、より実践的な交通
安全教育を充実したものとし、交通安全意識の高揚を図ることができた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市主導により交通安全教育に精通する警察署や交通安全協会

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 と共同で実施することで、より実践的で実効性がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
51 53 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

交通安全教育の重要性が認識にされているため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 51 96.23
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 6,604 △434 6,488 98.24
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△7.03

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.8

回 10万円 0.79 98.75

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業と当課の交通安全指導員の配置事業は、交通安全に対する意識の向上を目指すという同じ目的を達成するために実施している類似の事業 令和２年度から、本事業と交通安全指導員の配置事業を結合し、事業名を交通安全普及啓発活動の推進事業として、効果的・効率的に実施して
であることから、今後は、本事業と交通安全指導員の配置事業を結合して実施していく。 いく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 324 課コード 0304 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 市民生活部・市民安全課

個別事業 交通安全思想の普及 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.7 人）
(1)事業概要

(当　初) 6,604 千円 (うち人件費 6,160 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63501 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

交通事故から市民を守り、交通マナーの向上を図るため、警察署や学校、各種関係団体と連携し、交通安全 警察・交通安全協会と連携し、実践的な交通安全啓発活動を



校時に街頭指導及び誘導を行うことで、児童の交通事故防止を図る。
施策目的・

(2)目的 教室や通学時の街頭指導、シルバーリーダーの育成などに取り組むとともに、歩行者の安全に配慮した自転 事業目的
展開方向

車の運転マナーを向上させるための啓発活動や自転車保険への加入を促進し、市民の交通安全意識を高めま
４月～５月 ・４月～５月（随時）　児童登校時に街頭指導及び誘導
・学童の登校時の保護誘導
・歩行者、自転車利用者への正しい交通指導 当該年度
・信号機や道路標識、道路標示の保持、整備の関係機関への通報 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ・交通上の危険箇所の調査
・交通安全思想の普及のための広報活動
６月から交通指導員の配置を休止する 交通指導員の出動回数 想定値 220当該年度

単位 回
活動結果指標 実績値 164

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 中学生以下の交通事故件数の減少 間接 交通指導員の出動回数 回 164 220

令和 2年度 － 0

令和 3年度 － 0

ボランティアによる見守り活動など、地域が自立し自主的な活動に取り組んでいるところがあり、交通指導員による安全確保か
(7)事業実施上の課題と対応 ら地域の活動への支援へと施策の転換を進め、６月以降は配置を休止する。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

交通指導員報酬 918 交通指導員報酬（４月～５月） 198 145

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 918 合　　計 198 145 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 918 198 145 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.15 0.45 0.45 0 0
正職員人件費 1,320 3,960 3,960 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 259 317 317 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,238 4,158 4,105 0 0
(11)単位費用

1.87千円／回 18.9千円／回 25.03
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

現在の車社会において、引き続き児童や生徒を交通事故から守るため、交通指導員の配置を休止し、ボランティアやＰＴ ●①事前確認での想定どおり
Ａ等、地域の活動へ事業転換する。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

交通指導員の確保が難しい中、児童及び生徒の登下校時の安全確保ができた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 交通安全ボランティアが少ない地域では、市が主導で実施す

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 る必要ある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ボランティアやＰＴＡ等が主体となり、地域活動へ事業転換 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り する。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
164 220 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

天候等により実施回数が変更したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 164 74.55
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,158 △1,920 4,105 98.73
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

地域の活動への事業転換

△85.79

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 交通指導員による安全確保から地域の活動への支援へと

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 施策の転換を進め、６月以降は配置を休止したため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 5.29

回 10万円 4 75.61

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業と当課の交通安全思想の普及事業は、交通安全に対する意識の向上を目指すという同じ目的を達成するために実施している類似の事業で 令和２年度から、本事業と交通安全思想の普及事業を結合し、事業名を交通安全普及啓発活動の推進事業として、効果的・効率的に実施してい
あることから、今後は、本事業と交通安全思想の普及事業を結合して実施していく。 く。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 326 課コード 0304 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 交通安全環境の整備 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 市民生活部・市民安全課

個別事業 交通安全指導員の配置 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.45 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,158 千円 (うち人件費 3,960 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63501 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

交通事故から市民を守り、交通マナーの向上を図るため、警察署や学校、各種関係団体と連携し、交通安全 市内の小学校の通学路で、児童の登



充と、災害時における自助、共助の意識を高め、地域住民の連携で避難
施策目的・

(2)目的 的な提供を行うとともに、自主防災組織や防災リーダーの育成など地域の自主防災活動を支援し、市民の防 事業目的 、救護、救助、初期消火などが行える地域の地域防災体制をつくり、被害の軽減、応急復旧や生活支援の円
展開方向

災意識向上を図ります。また、避難行動要支援者への対応や災害時応援・協力協定の締結、災害時等におけ 滑化を図る。また、「防災士及び災害救援ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ育成事業」と連携して進める。
　自主防災組織未結成の自治会に対して、文書による結成依頼及び自主防災組織連絡協議会の会議等を通し ５月　未結成自治会への文書による結成依頼を実施
て結成に伴う手続きや重要性などの説明を行い、結成を呼び掛ける。 ６月　自主防災組織連絡協議会の総会で助成金及びボランティア講座等の説明を行う。
　なお、「我孫子市自主防災組織整備事業資器材及び助成金交付要綱」に基づき、新規結成した自主防災組 当該年度 　　　　自主防災組織活動助成金は随時受付　
織には５０万円相当の防災資器材を交付し、、設立から２５年以上が経過し、かつ直近の３箇年において継 執行計画 11月　災害救援ボランティア講座（講座受講前までに助成金申請受付）

(3)事業内容 内　　容 続して防災訓練を実施している自主防災組織には３０万円を限度に資器材を交付する。また、資器材保管倉 11月　市民防災研修会を実施する。
庫用借地借り上げ経費に対し１９，４４０円以内を助成する。
　また「防災士及び災害救援ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ育成事業」として、地域の自主防災活動への支援や防災リーダー・ボ 自主防災組織数 想定値 136当該年度
ランティアを育成のため、防災士に対しては４０千円、災害救援ボランティアに対しては９．２千円を上限 単位 組織

活動結果指標 実績値 135として助成を行う。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 自主防災組織を増加させる。 直接 自主防災組織数 組織 135 136

令和 2年度 自主防災組織を増加させる。 直接 自主防災組織数 組織 137

令和 3年度 自主防災組織を増加させる。 直接 自主防災組織数 組織 138

 自主防災組織の必要性は理解してもらえるが、役員の任期が１年であることなどにより、引継ぎが難しい。そのため、地域の
(7)事業実施上の課題と対応 防災リーダー・ボランティアを育成していく。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

備品購入：（自主防災組織交付資器材 500 備品購入：（自主防災組織交付資器材 500 0 備品購入：（自主防災組織交付資器材 500 備品購入：（自主防災組織交付資器材 500
購入・新規結成分　１組織×５０万） 購入・新規結成分　１組織×５０万） 購入・新規結成分　１組織×５０万） 購入・新規結成分　１組織×５０万）
自主防災倉庫用地借上げ助成 5 自主防災倉庫用地借上げ助成 5 5 自主防災倉庫用地借上げ助成 5 自主防災倉庫用地借上げ助成 5
防災士・災害ボランティア育成助成 373 防災士・災害ボランティア育成助成 353 353 防災士・災害ボランティア育成助成 273 防災士・災害ボランティア育成助成 273
自主防災組織活動助成金 510 自主防災組織活動助成金 540 511 自主防災組織活動助成金 540 自主防災組織活動助成金 540
備品購入：（自主防災組織交付資器材 300 備品購入：（自主防災組織交付資器材 1,016 977 備品購入：（自主防災組織交付資器材 690 備品購入：（自主防災組織交付資器材 600
購入・更新分　１組織×３０万） 購入・更新分） 購入・更新分） 購入・更新分）

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,688 合　　計 2,414 1,846 合　　計 2,008 合　　計 1,918
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 50 ％ 400 補助率 50 ％ 758 488 補助率 50 ％ 594 補助率 50 ％ 550
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,288 1,656 1,358 1,414 1,368

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.4 0.5 0.5 0.5 0.5
正職員人件費 3,520 4,400 4,400 4,400 4,400

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 5,208 6,814 6,246 6,408 6,318
(11)単位費用

38.87千円／組織 50.1千円／組織 46.27
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　災害の規模が大きくなればなるほど行政や警察、医療、消防、生活関連機関などの「公助」対応が万全な体制を整える ●①事前確認での想定どおり
まで時間を要する。このため、地域で住民自らが平時から「自助」「共助」の意識をもって災害に対して準備することは ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 、被害の軽減や「公助」対応へのスムースな移行が可能となり、重要なものとなるため。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

災害時の被害を軽減する減災については、自助・共助が重要な役割を担うため、自主防災組織等への助成事業は自助・共
助推進のために重要な施策である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 自主防災組織等への活動助成、資機材交付の助成を行うこと

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 で、災害時の被害を軽減する共助の推進に効果が高い。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市が自主防災組織の訓練に係る経費や防災士等の資格取得に 自主防災組織連絡協議会と連携し、総会、年3回の役員会、 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 対し補助金の交付を行うことで、自主防災組織内での活動活 研修会を1回開催した。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 性化や人材育成の推進に取り込む。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(組織) 目標値(b)(組織) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(組織) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
135 136 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

自主防災組織が未結成の自治会等に、相談会等開催し結成促進を図った。引き続
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 135 99.26

き、未結成の自治会等に結成の促進を図る。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 6,814 △1,606 6,246 91.66
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△30.84

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2

組織 10万円 2.16 108

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、災害時の自助・共助の活動により減災について重要な役割を担うため、今後も引き続き現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 330 課コード 0304 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 市民生活部・市民安全課

個別事業 自主防災組織育成事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.5 人）
(1)事業概要

(当　初) 6,734 千円 (うち人件費 4,400 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 6,814 千円 (うち人件費 4,400 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70101 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

災害時の被害を軽減するため、防災訓練の実施やハザードマップの配付などによって防災・災害情報の積極 　自主防災組織の新規結成の推進拡



命、身体及び財産の安全を確保するため、市民
施策目的・

(2)目的 供を行って、危機管理意識の向上を図るとともに、国・県・自衛隊・消防などの関係機関と連携し、正確な 事業目的 危機管理対策会議の運営を図る｡
展開方向

情報の効率的な収集に努め、迅速かつ適切な対応がとれるよう、危機管理体制の整備に取り組みます。
地震、風水害等の防災対策及び武力攻撃事態等から市民の生命、身体及び財産の安全を確保するため、市民 ２月　市民危機管理対策会議の開催
危機管理対策会議の運営を図る。国民保護法・水防法の推進を図る。
消防庁国民保護室や県より平素から周辺国際情勢などの情報を収集し、武力攻撃事態等の有事には、市民に 当該年度
迅速で的確な情報伝達を行なう。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

市民危機管理対策会議の開催 想定値 1当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 市民の安全を確保するため、組織及び機能の全てをあげて万全の態勢を整備する。 直接 適宜に会議を実施する。 回 0 1

令和 2年度 市民の安全を確保するため、組織及び機能の全てをあげて万全の態勢を整備する。 直接 適宜に会議を実施する。 回 1

令和 3年度 市民の安全を確保するため、組織及び機能の全てをあげて万全の態勢を整備する。 直接 適宜に会議を実施する。 回 1

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

市民危機管理対策会議の開催（委員報酬 91 市民危機管理対策会議の開催 46 0 市民危機管理対策会議の開催 46 市民危機管理対策会議の開催 46
１３人×３，５００円×２回 （委員報酬１３人×３，５００円×1回 （委員報酬１３人×３，５００円×1回

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 91 合　　計 46 0 合　　計 46 合　　計 46
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 91 46 0 46 46

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.2 0.3 0.3 0.3 0.3
正職員人件費 1,760 2,640 2,640 2,640 2,640

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,851 2,686 2,640 2,686 2,686
(11)単位費用

925.5千円／回 2,686千円／回 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　国民保護法に基づいた市国民保護計画により、避難住民の誘導、応急措置の実施等、保護業務を遂行する役割・責務が ○①事前確認での想定どおり
ある｡また、災害対策基本法に基づく防災会議を実施する。 ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

市民危機管理対策会議に諮る議題がなかったため、開催しなかった。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市民危機管理対策会議の開催については、市が主導で進める

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 必要がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民の自主防災組織の代表が委員となっている。 市民危機管理対策会議を開催しなかった。 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ●③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他 市民危機管理対策会議を開催しなかったため、市民の参加が

なかった。
＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 1 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

市民危機管理対策会議に諮る議題がなかったため、開催しなかった。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,686 △835 2,640 98.29
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△45.11

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 市民危機管理対策会議の事業費は会議に出席する委員の

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 報酬のみとなっている。市民危機管理対策会議を開催し

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.04 なかったため、事業費はかからなかった。

回 10万円 0 0

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、地震、風水害等の防災対策及び武力攻撃事態等から市民の生命、身体及び財産の安全を確保するために必要不可欠な事業となってい
ることから、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 332 課コード 0304 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 市民生活部・市民安全課

個別事業 国民保護計画の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,686 千円 (うち人件費 2,640 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70401 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

武力攻撃や原子力災害などの非常事態から市民の生命や財産を守るため、市民や職員に対する啓発や情報提 地震、風水害等の防災対策及び武力攻撃事態等から市民の生



策として、既往水害地域の浸水防止工事を実施する者に助成を行う。また、気象情報の把握及
施策目的・

(2)目的 的な提供を行うとともに、自主防災組織や防災リーダーの育成など地域の自主防災活動を支援し、市民の防 事業目的 び市民に情報提供することにより、災害時の被害の軽減を図る。国の被災者支援生活再建支援制度の対象と
展開方向

災意識向上を図ります。また、避難行動要支援者への対応や災害時応援・協力協定の締結、災害時等におけ ならない世帯の支援を行う。災害時の通信手段として確実性の高いメールシステムを構築する。
　大雨により戸建住宅、店舗、事務所等に浸水被害を受けた方が、浸水防止等の対策をする者に対して助成 ・浸水防止助成制度の申請受付は随時
金を交付し、浸水による被害の軽減を図る。また、千葉県被災者生活再建支援事業により、国の被災者支援 ・平成27年度に導入した避難行動要支援者台帳システムを利用し、避難行動要支援者の把握と共有を図る。
生活再建支援制度の対象とならない世帯の支援を行う。 当該年度 　名簿登載受付は随時、名簿更新は年2回（8月、2月）
　地震や台風など大規模災害時や集中豪雨等の突発的災害時における応急対応体制の迅速な確立を図るため 執行計画 ・メールシステムによる事務及び訓練を７月新規採用職員登録作業　６月運用テスト　１月緊急参集訓練

(3)事業内容 内　　容 、気象情報等を的確に把握するとともに、通信手段として確実性の高いメールの連絡手段を確保することに ・「我孫子市国土強靭化地域計画」を策定する。
より、被害の軽減に努める。
  避難行動要支援者台帳システムを活用し、要支援者情報の把握と共有を図る。 安否確認・参集メールの登録率 想定値 100当該年度
　物資・食糧等の供給、避難場所などの施設の提供応援協定等の締結を行う。（米穀「ＪＡ」、コンビニエ 単位 ％

活動結果指標 実績値 97ンスストア、トイレメーカー、資機材レンタル、社会福祉施設など）　

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 災害発生時の初動対策における災害状況の周知、迅速な安否確認と招集連絡を確立するため、登録を勧奨する。 直接 安否確認・参集メールへ登録の徹底 ％ 97 100

令和 2年度 災害発生時の初動対策における災害状況の周知、迅速な安否確認と招集連絡を確立するため、登録を勧奨する。 直接 安否確認・参集メールへ登録の徹底 ％ 100

令和 3年度 災害発生時の初動対策における災害状況の周知、迅速な安否確認と招集連絡を確立するため、登録を勧奨する。 直接 安否確認・参集メールへ登録の徹底 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

雨水浸水防止工事（300千円×1件） 300 雨水浸水防止工事（300千円×1件） 300 0 雨水浸水防止工事（300千円×1件） 300 雨水浸水防止工事（300千円×1件） 300
り災届出証明書印刷 49 災害対策従事者職員手当 11,766 11,766 災害対策従事者職員手当 1 災害対策従事者職員手当 1
緊急メール配信システム 1,685 緊急メール配信システム 1,701 1,701 緊急メール配信システム 1,701 緊急メール配信システム 1,701
災害時非常電話 32 災害時非常電話 32 32 災害時非常電話 32 災害時非常電話 32
防災車リース料 191 防災車リース料 193 193 防災車リース料 193 防災車リース料 193
地域防災気象情報業務委託 3,058 地域防災気象情報業務委託 3,087 3,087 地域防災気象情報業務委託 3,087 地域防災気象情報業務委託 3,087
防災車、発電機修繕費 220 防災車、発電機修繕費 160 69 防災車、発電機修繕費 160 防災車、発電機修繕費 160

実施内容 各種応援、供給協定の締結（検討） 各種応援、供給協定の締結（検討） 各種応援、供給協定の締結（検討） 各種応援、供給協定の締結（検討）
ソーラー型監視カメラ通信運搬費 208 ソーラー型監視カメラ通信運搬費 210 210 ソーラー型監視カメラ通信運搬費 210 ソーラー型監視カメラ通信運搬費 210

(8)施行事項
費　　用 避難行動要支援者システム保守点検 956 避難行動要支援者システム保守点検 974 974 避難行動要支援者システム保守点検 974 避難行動要支援者システム保守点検 974

千葉県被災者生活再建支援事業支援金 1,000 千葉県被災者生活再建支援事業支援金 1,000 0 千葉県被災者生活再建支援事業支援金 1,000 千葉県被災者生活再建支援事業支援金 1,000
災害対策従事者職員手当 1 地域防災計画ダイジェスト版増刷 324 305 ＊ 我孫子市国土強靭化地域計画策定業務 5,027

＊ 我孫子市地域防災計画修正業務 5,534 ＊ 我孫子市国土強靭化地域計画策定業務 委託
委託→令和２年度に繰り越し 0

予算(決算)額 合　　計 13,234 合　　計 19,747 18,337 合　　計 12,685 合　　計 7,658
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 100 ％ 1,000 補助率 100 ％ 1,000 0 補助率 100 ％ 1,000 補助率 100 ％ 1,000
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 7,234 18,747 18,337 11,685 6,658

その他の財源 □特会 □受益 ■基金 □その他 5,000 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.85 0.85 0.85 0.85 0.85
正職員人件費 7,480 7,480 7,480 7,480 7,480

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 20,714 27,227 25,817 20,165 15,138
(11)単位費用

207.14千円／％ 272.27千円／％ 266.15
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　浸水被害を軽減する措置等の工事を行なった者に対し、当該措置に費やす経費の一部を助成し、支援していくための制 ●①事前確認での想定どおり
度が必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 　災害時には、初動期の体制確保や情報収集伝達が被害の拡大を防止するため、初動期の体制確保や情報収集伝達には、 ○要
   背景は？(事業の必要性) 日頃からの危機管理意識の徹底や迅速かつ確実な連絡体制の整備を図る必要がある。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

　食料や物資等の備蓄品、対応人員、応急対策資機材等の確保は、大規模災害時には非常に困難となることが予想されて 防災気象情報、緊急メール配信システム等、災害発生時に備えて職員の初動体制確保対策を行うことは、減災対策におい
いるため、平常時からの減災への取組みとして必要である。 て非常に重要である。
○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 緊急メール配信システムの活用。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 防災気象情報の把握。
□その他 　促進された 避難行動要支援者システムの運用。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 雨水浸水防止措置工事等の工事助成。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 避難行動要支援者名簿の自治会、自主防災組織等への提供。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
97 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

登録免除申請等があるため、目標値に届かなかった。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 97 97
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 27,227 △6,513 25,817 94.82
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

千葉県被災者生活再建支援金の申請がなかったため。  

△31.44

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 千葉県被災者生活再建支援金の申請がなかったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.37

％ 10万円 0.38 102.7

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、災害発生時に備えての予防対策や初動体制の確保は重要であるため、今後も引き続き現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 333 課コード 0304 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 市民生活部・市民安全課

個別事業 災害予防・初動対策事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成29年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.85 人）
(1)事業概要

(当　初) 19,802 千円 (うち人件費 7,480 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 27,227 千円 (うち人件費 7,480 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70101 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

災害時の被害を軽減するため、防災訓練の実施やハザードマップの配付などによって防災・災害情報の積極 　災害予防対



災害時における市民の的確な判断や行動力の向上を図ると
施策目的・

(2)目的 的な提供を行うとともに、自主防災組織や防災リーダーの育成など地域の自主防災活動を支援し、市民の防 事業目的 ともに、防災関係機関、ボランティア等の連携を図ることを目的に実施する。
展開方向

災意識向上を図ります。また、避難行動要支援者への対応や災害時応援・協力協定の締結、災害時等におけ 　また、大規模震災初動体制計画の円滑な運用の検証をする。
　防災訓練は、日頃から減災への備えに努めることを目的とし、「東日本大震災」の教訓を生かせる、より 総合防災訓練　１０月（参加者　約１，０００人）
実効性のある訓練を実施することにより災害時の被害を軽減する。 避難所運営訓練　９月、１１月、１２月
　具体的な訓練として、総合防災訓練、避難所運営訓練、職員習熟訓練を行う。 当該年度 職員習熟訓練（参集メール配信システムを利用）　７月、１月
　・総合防災訓練は、救護訓練、救出訓練などにより、関係機関との協力・市民の意識啓発を行い、訓練を 執行計画

(3)事業内容 内　　容 実施する。
　・避難所運営訓練では、実際に避難所となる小学校で、各学区内の自治会を対象に受付、トイレ組立等の
住民参加型の訓練を実施する。 防災訓練参加人数 想定値 1,000当該年度
　・職員習熟訓練では、全職員を対象に参集メール配信システムを利用して、安否確認、情報収集訓練を実 単位 人

活動結果指標 実績値 373施する。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 市民、市及び関係機関が協力して、災害時の被害を軽減する。 直接 訓練参加人数 人 373 1,000

令和 2年度 市民、市及び関係機関が協力して、災害時の被害を軽減する。 直接 訓練参加人数 人 1,100

令和 3年度 市民、市及び関係機関が協力して、災害時の被害を軽減する。 直接 訓練参加人数 人 1,200

　「東日本大震災」の教訓を生かせるよう、訓練内容の充実や全職員の参加、多くの市民参加が得られるような訓練を検討しな
(7)事業実施上の課題と対応 がら、実効性を高めたものにする必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

防災訓練従事者職員手当 432 防災訓練従事者職員手当 360 85 防災訓練従事者職員手当 360 防災訓練従事者職員手当 360
防災訓練活動報償費 37 防災訓練活動報償費 25 0 防災訓練活動報償費 25 防災訓練活動報償費 25
防災訓練会場設営委託 480 防災訓練会場設営委託 489 370 防災訓練会場設営委託 489 防災訓練会場設営委託 489
防災訓練用倒壊家屋設置業務委託 195 防災訓練用倒壊家屋設置業務委託 198 152 防災訓練用倒壊家屋設置業務委託 198 防災訓練用倒壊家屋設置業務委託 198
防災訓練用消耗品 200 防災訓練用消耗品 200 157 防災訓練用消耗品 200 防災訓練用消耗品 200

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,344 合　　計 1,272 764 合　　計 1,272 合　　計 1,272
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,344 1,272 764 1,272 1,272

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.75 0.65 0.65 0.65 0.65
正職員人件費 6,600 5,720 5,720 5,720 5,720

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 7,944 6,992 6,484 6,992 6,992
(11)単位費用

7.94千円／人 6.99千円／人 17.38
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　防災訓練はいざという時の事前準備であるが、被害を軽減するためには、日頃からの災害想定と想定に基づく初動時の ○①事前確認での想定どおり
臨機の対応の確認・確保が重要である。このため、初動期の公的対応力の確率、自治会・自主防災組織による地域の防災 ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 力の向上に向け、防災意識の高揚や防災のノウハウを日頃から蓄積と共有できる訓練を実施していくことが必要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

防災訓練は、市と自治会、自主防災組織等及び関係機関等が連携して地域の防災意識の向上、訓練を行うことでの対応力
の向上を図るために重要な事業である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 避難所運営訓練を我孫子東高校、湖北台東小学校、高野山小

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 学校、布佐南小学校で実施し、児童・生徒、自治会等の参加
□その他 　促進された があった。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 総合防災訓練は、令和元年台風第１９号の影響で中止となっ
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された た。 ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 自治会、又は学区自治会、自主防災組織での参加 避難所運営訓練を我孫子東高校、湖北台東小学校、高野山小 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 学校、布佐南小学校で実施し、児童・生徒、自治会等の参加 ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り があった。 ●③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している 総合防災訓練は、令和元年台風第１９号の影響で中止となっ ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 た。 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他 総合防災訓練が、令和元年台風第１９号の影響で中止となっ

たため、市民の参加がなかった。
＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
373 1,000 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

総合防災訓練が、令和元年台風第１９号の影響で中止となり、参加人数が少なく
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 373 37.3

なったため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 6,992 952 6,484 92.73
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

11.98

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 総合防災訓練が、令和元年台風第１９号の影響で中止と

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 なったため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 14.3

人 10万円 5.75 40.21

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、市民、自治会、自主防災組織等の防災意識の向上のために必要不可欠な事業となっていることから、今後も現状どおり推進していく
。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 335 課コード 0304 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 市民生活部・市民安全課

個別事業 防災訓練の実施 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.65 人）
(1)事業概要

(当　初) 6,992 千円 (うち人件費 5,720 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70101 重点３ ○有 ●無 (計画名) 地域防災計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

災害時の被害を軽減するため、防災訓練の実施やハザードマップの配付などによって防災・災害情報の積極 　訓練は、防災対策の強化、防災意識の高揚及び



避難・輸 　災害時の効率的情報伝達手段として防災行政無線設備の維持管理並びに運用の充実に努める。
施策目的・

(2)目的 送体系を確立するとともに、防災備蓄倉庫などの防災施設や備蓄品の整備を進めます。 事業目的
展開方向

　防災行政無線は、平成２７年度までに子局のデジタル化と新規設置の整備を実施した。 ・防災行政無線システムの保守を年２回実施する。
　また、平成２９年度に老朽化した移動系無線機基地局の更新工事を実施した。 ・職員の無線機器操作講習の実施や無線従事者養成講習会への職員の派遣して操作資格者を育成する。
　整備後は、災害時に一斉・効率的に情報伝達できる防災行政無線の維持管理を強化し、いざという場合に 当該年度 ・７５歳以上の方や障害者を対象とした専用端末機導入に係る費用の一部を補助する。
備えるとともに、職員の無線機器操作講習の実施や操作資格者の育成など、運用体制の充実に努める。 執行計画 ・NEC寮に設置していた防災行政無線子局を、我孫子駅南口第3自転車駐車場へ移設する。

(3)事業内容 内　　容 　
　

機器点検を実施した回数 想定値 2当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 2

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 無線システムの確実な運用及び維持管理 直接 機器点検実施回数数 回 2 2

令和 2年度 無線システムの確実な運用及び維持管理 直接 機器点検実施回数 回 2

令和 3年度 無線システムの確実な運用及び維持管理 直接 機器点検実施回数 回 2

　子局のデジタル化や子局を増設したが、家屋の機密性の向上や高層建築物の増加等で「聞こえない」「聞こえづらい」地域の
(7)事業実施上の課題と対応 完全な解消は困難である。無線放送を補完する事業としてフリーダイヤルのテレホンサービス、メール配信を継続して推奨して 代替案検討 ○有 ●無

いく。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

無線設備の保守点検業務 4,206 無線設備の保守点検業務 4,845 4,708 無線設備の保守点検業務 5,232 無線設備の保守点検業務 5,232
無線従事者養成講習 28 無線従事者養成講習 28 25 無線従事者養成講習 28 無線従事者養成講習 28
子局（４箇所）賃貸借契約 25 子局（４箇所）賃貸借契約 25 25 子局（４箇所）賃貸借契約 25 子局（４箇所）賃貸借契約 25
設備修繕等 250 設備修繕等 1,928 1,928 設備修繕等 200 設備修繕等 200
Ｊ－ＡＬＥＲＴの維持管理費 98 Ｊ－ＡＬＥＲＴの維持管理費 99 99 Ｊ－ＡＬＥＲＴの維持管理費 99 Ｊ－ＡＬＥＲＴの維持管理費 99
電波利用料（固定親局・子局・基地・移 99 電波利用料（固定親局・子局等） 84 60 電波利用料（固定親局・子局・基地・移 84 電波利用料（固定親局・子局・基地・移 84
防災無線電気料金 299 防災無線電気料金 308 308 防災無線電気料金 301 防災無線電気料金 301

実施内容 フリーダイヤル回線使用料 260 フリーダイヤル回線使用料 367 367 フリーダイヤル回線使用料 262 フリーダイヤル回線使用料 262
遠隔装置基本料金 106 遠隔装置基本料金 108 107 遠隔装置基本料金 108 遠隔装置基本料金 108

(8)施行事項
費　　用 ＭＣＡ無線機通信使用料(20台) 570 ＭＣＡ無線機通信使用料(20台) 576 576 ＭＣＡ無線機通信使用料(20台) 576 ＭＣＡ無線機通信使用料(20台) 576

防災行政無線放送受信端末助成金 20 防災行政無線放送受信端末助成金 5 0 防災行政無線放送受信端末助成金 5 防災行政無線放送受信端末助成金 5
パンザマスト賠償責任保険 67 パンザマスト賠償責任保険 67 67 パンザマスト賠償責任保険 67 パンザマスト賠償責任保険 67
防災無線事務用品 5 防災無線事務用品 3 0 防災無線事務用品 3 防災無線事務用品 3
樹木管理委託（パンザマスト枝切り） 80 樹木管理委託（パンザマスト枝切り） 80 76 樹木管理委託（パンザマスト枝切り） 80 樹木管理委託（パンザマスト枝切り） 80

＊ Ｊアラート新型受信機購入 1,404 ＊ 防災行政無線子局移設工事 2,638 2,638
＊ Ｊアラート用ファクトリーコンピュータ 1,367

防災行政無線移設工事 2,398
無線従事者養成研修旅費 2

予算(決算)額 合　　計 11,284 合　　計 11,161 10,984 合　　計 7,070 合　　計 7,070
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 100 ％ 2,400 充当率 75 ％ 1,900 1,900 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 8,884 7,261 7,684 7,070 7,070

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 ■基金 □その他 2,000 1,400 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.5 0.6 0.6 0.6 0.6
正職員人件費 4,400 5,280 5,280 5,280 5,280

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 1,088 1,029 1,029 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 15,684 16,441 16,264 12,350 12,350
(11)単位費用

7,842千円／回 8,220.5千円／回 8,132
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　防災行政無線設備は、災害時の有効的・効率的情報伝達手段として確保すべきものであり、維持管理していく必要があ ●①事前確認での想定どおり
る。また、手段の確保と確実な運用を図るため、適切な保守と操作者の養成をする必要がある。　 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

防災行政無線設備については、災害時や緊急時に市民への情報伝達手段として有効であるため、適切な保守点検及び適正
な維持管理を行う必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 防災行政無線設備の年間保守点検による適正な維持管理。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 防災行政無線設備の機器の更新等。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
2 2 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

年2回の保守点検を行い適正な維持管理を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 2 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 16,441 △757 16,264 98.92
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△4.83

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 年2回の保守点検を行い適正な維持管理を行った。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.01

回 10万円 0.01 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、災害時及び緊急時の情報伝達手段として効果的な事業となっているため、今後も引き続き現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 338 課コード 0304 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 市民生活部・市民安全課

個別事業 防災情報伝達システムの管理運用 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.6 人）
(1)事業概要

(当　初) 18,581 千円 (うち人件費 5,280 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 16,441 千円 (うち人件費 5,280 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70102 重点なし ○有 ●無 (計画名) 地域防災計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

避難場所の指定や災害時の避難路、緊急輸送路となる幹線道路の確保や橋梁の耐震化などを進め、



進め、避難・輸 非常用品の備蓄及び資器材の保守に努め災害時における市民の避難生活の安心安全を確保する。防災体制の
施策目的・

(2)目的 送体系を確立するとともに、防災備蓄倉庫などの防災施設や備蓄品の整備を進めます。 事業目的 整備のため、防災施設の整備を進める。避難場所の標識の整備や市民に対し避難場所であることを明確にす
展開方向

る。
　非常用備蓄品については、食料・非常用毛布・非常用トイレ等を優先して補充する。 　12月　非常用備蓄品購入（備蓄食料・非常用毛布・発電機、投光器等）
　市内各小中学校に備蓄倉庫が整備していくとともに、基幹型となる単独型防災備蓄倉庫の設置を検討する 　2月　避難所標識の修繕及び設置工事
。 当該年度 ・小中学校への倉庫の設置　31年度2校
　災害時にスムーズな避難が行えるように避難場所の標識を整備していく。また、平時から避難所運営訓練 執行計画 　

(3)事業内容 内　　容 などを通して、地域の避難場所を広く周知する。
　
　 備蓄食糧数 想定値 120,000当該年度

単位 食
活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 備蓄食糧数を確保する。 直接 備蓄食糧数 食 128,000 120,000

令和 2年度 備蓄食糧数を確保する。 直接 備蓄食糧数 食 120,000

令和 3年度 備蓄食糧数を確保する。 直接 備蓄食糧数 食 120,000

　防災備品の収納場所として、単独型の防災倉庫が必要であり計画的に整備する。
(7)事業実施上の課題と対応 　余裕教室の防災備蓄倉庫が、学童保育の増加や、特別学級の増などで移転せざるを得ない状況にある。 代替案検討 ○有 ●無

　避難所となる各小中学校へ設置する防災倉庫への備品を統一した品目とし、全ての学校で避難所開設時に同一の方法による開

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

避難場所標識修繕 363 避難場所標識修繕 394 394 避難場所標識修繕 394 避難場所標識修繕 394
非常用発電機保守点検委託料 675 非常用発電機保守点検委託料 676 586 非常用発電機保守点検委託料 676 非常用発電機保守点検委託料 676
水質検査手数料 161 水質検査手数料 164 164 水質検査手数料 164 水質検査手数料 164
消耗品（毛布・非常用食料品等購入） 8,676 消耗品（毛布・非常用食料品等購入） 9,729 8,905 消耗品（毛布・非常用食料品等購入） 8,496 消耗品（毛布・非常用食料品等購入） 8,496
医薬品材料費（災害時緊急救急 100 医薬品材料費（災害時緊急救急 95 82 医薬品材料費（災害時緊急救急 95 医薬品材料費（災害時緊急救急 95
医薬品等） 医薬品等） 医薬品等） 医薬品等）
備品購入：（組立式非常用トイレ・避 1,030 備品購入：（組立式非常用トイレ・避 972 869 備品購入：（組立式非常用トイレ・避 972 備品購入：（組立式非常用トイレ・避 972

実施内容 難所簡易間仕切等） 難所簡易間仕切等） 難所簡易間仕切等） 難所簡易間仕切等）
燃料費：（非常用発電機・発電機） 20 燃料費：（非常用発電機・発電機） 23 0 燃料費：（非常用発電機・発電機） 23 燃料費：（非常用発電機・発電機） 23

(8)施行事項
費　　用 防災備蓄倉庫電気料金 17 防災備蓄倉庫電気料金 19 19 防災備蓄倉庫電気料金 18 防災備蓄倉庫電気料金 18

毛布クリーニング手数料 45 毛布クリーニング手数料 674 674 毛布クリーニング手数料 45 毛布クリーニング手数料 45
防災備蓄倉庫備蓄品運搬費 120 防災備蓄倉庫備蓄品運搬費 120 120 防災備蓄倉庫備蓄品運搬費 120 防災備蓄倉庫備蓄品運搬費 120

＊ 小中学校備蓄倉庫（５校） 1,820 ＊ 小中学校備蓄倉庫（２棟） 869 800 ＊ 小中学校備蓄倉庫（３棟） 1,210

予算(決算)額 合　　計 13,027 合　　計 13,735 12,613 合　　計 12,213 合　　計 11,003
国庫支出金 補助率 50 ％ 214 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 50 ％ 181 補助率 50 ％ 181 196 補助率 50 ％ 175 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 75 ％ 500 500 充当率 75 ％ 1,500 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 11,132 12,854 11,717 10,538 11,003

その他の財源 □特会 □受益 ■基金 □その他 1,500 □特会 □受益 ■基金 □その他 200 200 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.55 0.55 0.55 0.55 0.55
正職員人件費 4,840 4,840 4,840 4,840 4,840

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 17,867 18,575 17,453 17,053 15,843
(11)単位費用

0.16千円／箇所 0.15千円／食 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　災害発生時の応急復旧には、備蓄倉庫を始め、避難場所の整備や防災用井戸の整備など、各地域に防災用施設の整備を ●①事前確認での想定どおり
進めていく必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 　防災備蓄食糧の備蓄数については、今後１０年程度は、コンスタントに消費期限が切れが出てくることから、計画的な ○要
   背景は？(事業の必要性) 備蓄が求められている。また、「東日本大震災」によって減少した非常用毛布・非常用トイレ等を優先して補充する必要 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

がある。長期避難生活をする上でのプライバシーの保護や排泄問題を改善し、肉体的・精神的な健康を維持する生活環境 災害時に迅速な応急復旧対応を行うためには、市内各地域の防災施設や給水拠点の整備及び備蓄品整備などを計画的に進
を整えることは行政の責務である。　 める必要がある。
●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 防災設備の整備を行い、迅速な対応をとるための防災体制の

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 充実を図る。
□その他 　促進された 災害時の避難生活の安全安心を確保するため、備蓄品及び資

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 機材等の整備、保守点検を行う。
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(食) 目標値(b)(食) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(食) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
128,000 120,000 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

非常用食料品を計画的に購入したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 128,000 106.67
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 18,575 △708 17,453 93.96
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△3.96

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 非常用食料品を計画的に購入したため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 646.03

食 10万円 733.4 113.52

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、災害時の応急復旧に必要不可欠な事業となっていることから、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 340 課コード 0304 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 市民生活部・市民安全課

個別事業 防災用施設及び非常用備蓄品整備事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.55 人）
(1)事業概要

(当　初) 16,858 千円 (うち人件費 4,840 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 18,575 千円 (うち人件費 4,840 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70102 重点なし ○有 ●無 (計画名) 地域防災計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

避難場所の指定や災害時の避難路、緊急輸送路となる幹線道路の確保や橋梁の耐震化などを



の起きにくい環境整備により犯罪を減少させるため、防
施策目的・

(2)目的 めます。また、地域で自主的な防犯活動が行えるよう、防犯リーダーの育成や防犯用品の提供、生活安全パ 事業目的 犯協議会事業を効果的に推進する。
展開方向

トロール車の貸出などの支援を行うとともに、安全安心モデル地区の指定などにより防犯体制を充実します
市民、学校関係、警察関係、事業者の組合などによる各種防犯関係団体で構成する防犯協議会の事業費を負 通年　　　総会と年5回の理事会、年5回の市内一斉パトロール、違法看板の撤去（6・9・12・3月）の4回
担し、様々な防犯活動を連携して行う。 　　　　　隔月15日「電話de詐欺」防止キャンペーン、その他防犯活動、高校生防犯ボランティア隊への

当該年度 　　　　　活動支援
執行計画 4月~5月　 誘拐防止教室（新小学1年生）、行楽期の地域安全運動、自転車盗難防止啓発活動

(3)事業内容 内　　容 6月~8月　 夏季の地域安全運動、地域安全ニュース発行、薬物乱用防止キャンペーン
9月~10月　視察研修会、産業まつり防犯ブース出展、功労者表彰
年5回の市内一斉防犯パトロールの参加人数 H30年度2,242人 想定値 2,300当該年度

単位 人
活動結果指標 実績値 1,450

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 犯罪の起きにくい環境づくりのため、年5回の市内一斉防犯パトロールの参加者の増加 間接 年5回の市内一斉防犯パトロールの参加人数 人 1,450 2,300

令和 2年度 犯罪の起きにくい環境づくりのため、年5回の市内一斉防犯パトロールの参加者の増加 間接 年5回の市内一斉防犯パトロールの参加人数 人 2,450

令和 3年度 犯罪の起きにくい環境づくりのため、年5回の市内一斉防犯パトロールの参加者の増加 間接 年5回の市内一斉防犯パトロールの参加人数 人 2,600

　防犯パトロールは、若い世代の参加見受けられるものの、その他の防犯協議会の事業活動や会議に参加する構成団体の役員に
(7)事業実施上の課題と対応 若い世代の参加が少ない。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

防犯協議会負担金 3,800 防犯協議会負担金 3,800 3,800 防犯協議会負担金 3,800 防犯協議会負担金 3,800

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 3,800 合　　計 3,800 3,800 合　　計 3,800 合　　計 3,800
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 3,800 3,800 3,800 3,800 3,800

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7
正職員人件費 6,160 6,160 6,160 6,160 6,160

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 9,960 9,960 9,960 9,960 9,960
(11)単位費用

3.83千円／人 4.33千円／人 6.87
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

防犯協議会は、市民、事業者、行政が連携した唯一の防犯組織であり、防犯対策にはこれら3者の連携は欠かせない。 ●①事前確認での想定どおり
防犯意識の向上や地域の活動推進、犯罪の起きにくい環境整備を進めるためには、市や警察署、事業者などが防犯協議会 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ の事業を支援し、市民と一体になった活動を推進していく必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

防犯キャンペーンや市内一斉パトロール等、前年度と同様の活動を行った。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 防犯対策の母体となる防犯協議会が中心となって推進するた

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 めに市が運営を支援する必要があった。
□その他 　促進された

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 防犯協議会は、市民、事業者、行政機関で構成され、予算配 防犯協議会は、市民、事業者、行政機関等で構成され、同協 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 分や事業内容等は、理事会で協議・検討する。 議会の会長である市長を中心としている。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
1,450 2,300 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

市内一斉パトロールは、新型コロナウイルス感染症拡大防止及び天候不順等によ
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 1,450 63.04

り、参加者が減少したため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 9,960 0 9,960 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 市内一斉パトロールは、新型コロナウイルス感染症拡大

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 防止及び天候不順等により、参加者が減少したため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 23.09

人 10万円 14.56 63.06

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、犯罪発生件数を減少させるために関係機関と連携を強化する必要があることから、今後も引き続き現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 345 課コード 0304 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 市民生活部・市民安全課

個別事業 我孫子市防犯協議会推進事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.7 人）
(1)事業概要

(当　初) 9,960 千円 (うち人件費 6,160 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70301 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

防犯協議会や自治会、警察など関係団体と連携し、定期的に犯罪発生状況や不審者情報などの情報提供を進 犯罪の抑止、市民・事業者の防犯意識の向上、犯罪



織する防犯指導員連絡協議会への支援。
施策目的・

(2)目的 めます。また、地域で自主的な防犯活動が行えるよう、防犯リーダーの育成や防犯用品の提供、生活安全パ 事業目的 安全安心アドバイザーや生活安全パトロール車、防犯活動用品の貸与などによる地域の自主的な防犯活動へ
展開方向

トロール車の貸出などの支援を行うとともに、安全安心モデル地区の指定などにより防犯体制を充実します の支援。防犯計画による市の取り組みの推進。
防犯指導員連絡協議会を運営し、防犯協議会が主催する事業に積極的に参加、協力する。 総会5月、理事会4月、7月、10月、12月、2月
市内6支部を単位に地域で実施される防犯活動を積極的に支援する。（パトロール、防犯講話、広報活動、 随時　地域の自主パトロールに参加、パトロール活動用品の貸与、防犯講話会の開催支援、広報掲載、
パトロール隊設立など）これらの様々な事業に、安全安心アドバイザーを活用する。 当該年度 　　　生活安全パトロール車の貸出、防犯協議会主催事業への参加協力
生活安全パトロール車を貸出し、活動のPR、犯罪抑止、地域の活動の支援を行う。 執行計画 　　　寿防犯ステーション（防犯活動拠点）の充実

(3)事業内容 内　　容 暴力団の排除に関し、庁舎関係部所及び警察と連携し、環境整備を図る。 　　　防犯カメラ維持管理                    
寿防犯ステーションの管理運営。       地域団体への防犯カメラ設置費の補助　5台（保育園、幼稚園、自治会等）
防犯カメラを適切に維持管理し、街頭における犯罪発生抑止を図る。 犯罪発生件数 想定値 800当該年度
地域の防犯力向上のため、防犯カメラを設置する地域団体に対して補助金を交付する。 単位 件

活動結果指標 実績値 744

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 必要に応じた街頭防犯カメラの設置、防犯パトロールを実施することで犯罪発生件数の減少を図る 直接 犯罪発生件数 件 744 800

令和 2年度 必要に応じた街頭防犯カメラの設置、防犯パトロールを実施することで犯罪発生件数の減少を図る 直接 犯罪発生件数 件 750

令和 3年度 必要に応じた街頭防犯カメラの設置、防犯パトロールを実施することで犯罪発生件数の減少を図る 直接 犯罪発生件数 件 700

市立保育園、小・中学校、アビシルベのほか、我孫子駅、天王台駅、東我孫子駅、湖北駅、新木駅、布佐駅周辺、柏市、印西市
(7)事業実施上の課題と対応 との市境の主要道路、天王台西公園に防犯カメラを設置。今後は警察と協議しながら必要に応じて設置を検討する。個人情報に 代替案検討 ○有 ●無

あたるため、設置にあたっては、今後も設置予定周辺の自治会等に対し、丁寧な説明をしていく必要がある。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

防犯活動用消耗品 369 防犯活動用消耗品 470 439 防犯活動用消耗品 470 防犯活動用消耗品 470
市民スタッフ報償費 500 市民スタッフ報償費 500 482 市民スタッフ報償費 500 市民スタッフ報償費 500
公用車（ワゴンＲ）自動車損害保険料 26 公用車（クリッパー）自動車損害保険料 26 22 公用車（ワゴンＲ）自動車損害保険料 26 公用車（クリッパー）自動車損害保険料 26
公用車等燃料費 180 公用車等燃料費 190 132 公用車等燃料費 190 公用車等燃料費 190
光熱水費 247 光熱水費 264 221 光熱水費 264 光熱水費 264
通信運搬費（寿ＳＴ電話料金） 36 通信運搬費（寿ＳＴ電話料金） 36 33 通信運搬費（寿ＳＴ電話料金） 36 信運搬費（寿ＳＴ電話料金） 36
公用車（2台分）修繕費 70 公用車（2台分）修繕費 153 148 公用車（2台分）修繕費 90 公用車（2台分）修繕費 90

実施内容 公用車（ワゴンＲ）車検代行手数料及び 37 公用車（クリッパー）車検代行手数料及 37 37 公用車（ワゴンＲ）車検代行手数料及び 37 公用車（クリッパー）車検代行手数料及 37
ＮＨＫ放送受信料 15 ＮＨＫ放送受信料 16 15 ＮＨＫ放送受信料 16 ＮＨＫ放送受信料 16

(8)施行事項
費　　用 公課費（ワゴンＲ） 7 公課費（クリッパー） 7 5 公課費（ワゴンＲ） 7 公課費（クリッパー） 7

防犯カメラ保守点検委託料 648 防犯カメラ保守点検委託料 564 550 防犯カメラ保守点検委託料 600 防犯カメラ保守点検委託料 700
地域団体への防犯カメラ設置補助金　 1,400 地域団体への防犯カメラ設置補助金 1,000 639 地域団体への防犯カメラ設置補助金 1,000 地域団体への防犯カメラ設置補助金 1,000
千葉犯罪被害者支援センター負担金 20 千葉犯罪被害者支援センター負担金 20 20 千葉犯罪被害者支援センター負担金 20 千葉犯罪被害者支援センター負担金 20

＊ 防犯カメラ設置工事費　2台 1,437 子ども見守り隊隊員証印刷製本費 17 15
＊ 防犯カメラ電気料金　2台分 9
＊ 備品購入費（ドライブレコーダー　10台 227
＊ ドライブレコーダー取付手数料　10台分 65
＊ 防犯カメラ設置工事費　3台（9月補正） 1,491
＊ 防犯カメラ電気料金　3台分（9月補正） 13

予算(決算)額 合　　計 6,797 合　　計 3,300 2,758 合　　計 3,256 合　　計 3,356
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 50 ％ 1,910 補助率 50 ％ 553 472 補助率 50 ％ 553 補助率 50 ％ 553
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 4,887 2,747 2,286 2,703 2,803

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.7 0.75 0.75 0.75 0.75
正職員人件費 6,160 6,600 6,600 6,600 6,600

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,951 3,009 2,660 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 12,957 9,900 9,358 9,856 9,956
(11)単位費用

13.53千円／件 12.38千円／件 12.58
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　犯罪を減少させるためには、地域が取り組む自主的な防犯活動が不可欠であり、自治会等が中心となった活動の展開が ●①事前確認での想定どおり
必要であるため、防犯指導員連絡協議会が地域との連携を図るとともに、防犯活動拠点（寿防犯ステーション）の管理運 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 営に市からの支援を行う必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) 　また、生活安全アドバイザーの活用、生活安全パトロール車の更なる利用促進を図ることにより、より一層の活動の活 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

性化を図り、防犯カメラを設置することで犯罪に対する抑止力を高め、安全で安心なまちづくりの推進を図る。 犯罪発生件数が約8.1％減少した。（810件→744件）

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が主導して実施することにより、警察署や防犯協議会等、

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 関係機関と連携を強化できる。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 防犯指導員連絡協議会は、各自治会の代表等で構成されてお 防犯パトロールや防犯キャンペーン等、市民、事業者、警察 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り り、支部活動費や事業内容は当該協議会理事会で決定し、活 等と連携して実施した。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 動を展開している。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
744 800 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

犯罪発生件数が約8.1％減少した。（810件→744件）
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 744 93
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 9,900 3,057 9,358 94.53
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

23.59

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 8.08

件 10万円 7.95 98.39

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、地域の犯罪減少に効果的な事業となっているため、今後も引き続き現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 346 課コード 0304 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 市民生活部・市民安全課

個別事業 自主防犯活動の支援 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成29年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.75 人）
(1)事業概要

(当　初) 9,837 千円 (うち人件費 6,600 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 9,900 千円 (うち人件費 6,600 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70301 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

防犯協議会や自治会、警察など関係団体と連携し、定期的に犯罪発生状況や不審者情報などの情報提供を進 自治会代表者などで組



めに助言及び指導等を行い、市民の良好な生活環境を確保
施策目的・

(2)目的 会や自治会、警察署などと連携して空き地や空き家など死角になりやすい場所の把握・改善に努めるととも 事業目的 する。
展開方向

に、防犯灯の設置や道路上の違反広告物の撤去などを行い、地域ぐるみで犯罪を生まない環境整備を進めま
空家等対策の推進に関する特別措置法に基づき、適切に管理されていない空家等の対策に取り組む。 4月～3月
・空家の情報提供件数　平成24年度　371件、平成25年度　43件、平成26年度　90件,平成27年度 100件、平 ・空家管理台帳の整備、情報提供（受付）
成28年度　83件、平成29年度　84件 当該年度 ・現地確認（応急措置含む）※応急措置：年間５件程度（想定）
・特別措置法に基づく特定空家等の調査、助言及び指導等 執行計画 ・所有者確認事務及び通知文発送

(3)事業内容 内　　容 ・空家管理台帳の整備 ・空家等対策協議会の運営
・現地確認（応急措置含む）　定期的なパトロールの実施、情報提供による現地調査
・所有者把握及び通知 空家等の情報提供件数 想定値 100当該年度
・空家等の所有者等に対し、適切な管理を行うよう依頼文書を発送する。 単位 件

活動結果指標 実績値 122・空家等対策協議会の運営

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 空家等の所有者等に改善を求めていく 直接 空家等の改善数 件 100 50

令和 2年度 空家等の所有者等に改善を求めていく 直接 空家等の改善数 件 65

令和 3年度 特定空家等の所有者等に改善を求めていく 直接 空家等の改善数 件 75

空家等は、個人の資産であり、所有者等が適切な管理を行うことが原則であるため、解決には時間を要する。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

特定空家等消耗品（ﾄﾗﾛｰﾌﾟ、針金等） 40 特定空家等消耗品（ﾄﾗﾛｰﾌﾟ、針金等） 30 15 特定空家等消耗品（ﾄﾗﾛｰﾌﾟ、針金等） 30 特定空家等消耗品（ﾄﾗﾛｰﾌﾟ、針金等） 30
空家等対策推進協議会委員報酬 42 空家等対策推進協議会委員報酬 42 42 空家等対策推進協議会委員報酬 42 空家等対策推進協議会委員報酬 42

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 82 合　　計 72 57 合　　計 72 合　　計 72
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 82 72 57 72 72

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.75 0.8 0.8 0.8 0.8
正職員人件費 6,600 7,040 7,040 7,040 7,040

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 6,682 7,112 7,097 7,112 7,112
(11)単位費用

66.82千円／件 71.12千円／件 58.17
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

適切な管理が行われていない空家等の増加によって、様々な問題が発生することが想定される。治安の低下や犯罪の発生 ●①事前確認での想定どおり
、安全性の低下、雑草の繁茂や不法投棄の誘発による公衆衛生の低下、景観の悪化や地域のイメージの低下等があげられ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ る。今後も増加が予想される空家等に対して、適切な管理を促す必要があることから、所有者等の把握及び指導を行うも ○要
   背景は？(事業の必要性) のである。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

空家特措法、市条例に基づき、空家等の調査、助言、指導等を行うことができた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 空家特措法、市条例に基づき、空家等の調査、助言、指導等

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 を実施。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
適切な管理が行われていない空家等の情報提供については、市民の協力を得る。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 50 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

空家等の管理は所有者等が行うことが原則であり、改善されない空家等について
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 57 114

は、助言、指導等を複数回にわたって行ったことにより、改善され、目標達成と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,112 △430 7,097 99.79
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△6.44

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 空家等の管理は所有者等が行うことが原則であり、改善

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 されない空家等については、助言、指導等を複数回にわ

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.7 たって行ったことにより、改善され、目標値以上となっ

件 10万円 0.8 114.29 た。

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、今後増加する空家等に適切な管理を促すために効果的な事業となっているため、今後も引き続き現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2090 課コード 0304 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 市民生活部・市民安全課

個別事業 空家対策事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成29年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.8 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,112 千円 (うち人件費 7,040 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70302 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全安心アドバイザーによる防犯診断や防犯講習会を通じて、市民の防犯意識を高めます。また、防犯協議 空家等の所有者に対し、空家等の適切な管理のた


